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施設整備計画【表①】

日常生活圏域 施設種別 （最大定員）

古川地区

●介護老人福祉施設（60人）

●看護小規模多機能型居宅介護事業所（29人）

●認知症対応型共同生活介護事業所（18人）

鳴子温泉地区

●地域密着型介護老人福祉施設（29人）

●小規模多機能型居宅介護事業所（29人）

●認知症対応型共同生活介護事業所（18人）

田尻地区

●地域密着型介護老人福祉施設（29人）

●小規模多機能型居宅介護事業所（29人）

●認知症対応型共同生活介護事業所（18人）

大崎市の第6 期介護保険料【表②】
各段階別の年額 ＝ 基準月額5,865 円 × 12 月 × 各段階別の基準額に対する割合（100 円未満切捨て）

所得段階 対象者 割合 年額

第１段階

■生活保護受給者の人

■老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税の人

■世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得金額の  

　合計額が80万円以下の人

0.45 31,600 円

第２段階
■世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得金額の

　合計額が80万円超120万円以下の人
0.75 52,700 円

第３段階
■世帯全員が住民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得金額の

　合計額が120万円超の人
0.75 52,700 円

第４段階
■本人が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80

　万円以下の人
0.90 63,300 円

第５段階
■本人が住民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が80

　万円超の人
1.00 70,300 円

第６段階 ■本人が住民税課税で、合計所得金額が120 万円未満の人 1.20 84,400 円

第７段階 ■本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上190万円未満の人 1.30 91,400 円

第８段階 ■本人が住民税課税で、合計所得金額が190万円以上290万円未満の人 1.50 105,500 円

第９段階 ■本人が住民税課税で、合計所得金額が290万円以上の人 1.70 119,600 円

※第1段階の基準額に対する割合などは、軽減実施後の数値です。

※平成29年4月に、公費による低所得者の保険料軽減が完全実施された場合、第1および第2・3段階の基準額に対する割合な

　ども変更となります。

　平成12年に介護保険制度が始まってから15

年が経過し、介護を必要とする状態になって

も、自宅で自立した日常生活が営め、また、要介

護等認定者を社会全体で支援する仕組みが構

築されてきました。

　今回策定した平成27年から29年の３年間を

期間とする第６期高齢者福祉計画・介護保険

事業計画では、地域包括ケアシステムの構築

と費用負担の公平化を柱とする平成27年度か

らの介護保険法改正内容を踏まえ、「団塊の世

代」が後期高齢者となる2025年に向けて、地域

包括ケアシステムの推進を継続しながら、認

知症施策や在宅医療・介護連携の推進、介護予

防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）

への積極的な取り組みを行っていきます。

　高齢介護課高齢福祉係　23-6085

地域包括ケアシステム

　重度な要介護状態になっても、

住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最後まで続けるこ

とができるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援を一体的

に提供する仕組みのことです。

　団塊の世代が75歳以上となる

2025年までに、市の特性に合わ

せた、主体的な仕組みを作り上

げていくことを目指します。


